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公布された規則のあらまし

◇現業職員の給与に関する規則等の一部改正について

１ 規則の改正理由

現業職員の給与について、職員の給与に関する条例の適用を受ける職員と同様の改定を行う。

２ 規則の概要

(１) 給料月額を3.5パーセント引き下げる（ただし、職務の級が２級以下である職員を除く。）。

(２) 給料月額の切替えに伴う経過措置により職員に給料として支給することができる額について、(１)と同

様の引下げを行う。

(３) 施行期日は、平成21年１月１日とする。

◇鳥取県収入証紙規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

国会議員関係政治団体に係る少額領収書等の写しの開示等を請求する者の利便を図るため、当該開示等の事

務に係る手数料の徴収は、証紙による収入の方法によらないこととする。

２ 規則の概要

(１) 国会議員関係政治団体に係る少額領収書等の写しの開示及び政治団体に係る収支報告書等の写しの交付

の事務に係る手数料の徴収は、証紙による収入の方法によらないこととする。

(２) 施行期日は、平成21年１月１日とする。

◇鳥取県特定非営利活動促進法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県特定非営利活動促進法施行条例（以下「条例」という。）の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 合併認証申請書について定めた規定及び内閣総理大臣から送付を受けた書類の写しの閲覧について定め

た規定中、引用している条例の根拠条項を改める。

(２) 施行期日は、公布日とする。

◇鳥取県建築士法施行細則及び鳥取県事務処理権限規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

建築士法等の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 鳥取県建築士法施行細則の一部改正

ア ２級建築士名簿及び木造建築士名簿に登録する事項から本籍地の都道府県名を削り、次に掲げる事項を

加える。

(ア) 免許の取消しの処分を受けた年月日

(イ) 管理建築士講習を修了した年月日及び修了証の番号

(ウ) 定期講習を受けた年月日及び修了証の番号

イ ２級建築士名簿及び木造建築士名簿の閲覧場所を、住宅政策課並びに東部総合事務所、中部総合事務所

及び西部総合事務所の生活環境局建築住宅課とする。

ウ その他所要の規定の整備を行う。

(２) 鳥取県事務処理権限規則の改正

ア ２級建築士及び木造建築士の免許証の返納の受理の決裁権限を住宅政策課長専決とする。

イ 事務処理権限の区分を定めた規定中、知事が指定する者に２級建築士試験及び木造建築士試験の実施に

関する事務を行わせる根拠となる建築士法の条項を改める等の所要の規定の整備を行う。
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(３) 施行期日は、公布日とする。

◇鳥取県漁港漁場整備法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

現在県が直営で管理している境漁港について、平成21年４月１日から指定管理者制度を導入することに伴

い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 境漁港における危険物等の荷役の許可及び当該許可等に係る申請書の記載事項の変更の申請書の提出先

を指定管理者（現行 知事）とする。

(２) 施行期日は、平成21年４月１日とする。
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規 則

現業職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成20年12月26日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第97号

現業職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則

（現業職員の給与に関する規則の一部改正）

第１条 現業職員の給与に関する規則（昭和32年鳥取県規則第46号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

現 業 職 給 料 表 現 業 職 給 料 表

略 略

備考 職務の級が３級である職員については、こ

の表に定める給料月額に代えて、当該給料月

額にそれぞれ1,000分の965（他の職員との権

衡上必要と認められる限度において知事が別

に定める場合は、その割合）を乗じて得た額

（その額に50円未満の端数が生じたときはこ

れを切り捨て、50円以上100円未満の端数が

生じたときはこれを100円に切り上げるもの

とする。）を給料月額とする。

（現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

第２条 現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（平成17年鳥取県規則第89号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動項」という。）に対応する

同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動後項」という。）が存在する場

合には、当該移動項を当該移動後項とし、移動後項に対応する移動項が存在しない場合には、当該移動後項

（以下この条において「追加項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下この条において「改正部分」という。）

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下この条において「改正

後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正

部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前
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附 則 附 則

１～６ 略 １～６ 略

（経過措置） （経過措置）

７ 附則第３項、附則第４項又は前項の規定の適用を ７ 附則第３項、附則第４項又は前項の規定の適用を

受ける職員のうち、これらの規定により定められる 受ける職員のうち、これらの規定により定められる

切替日における給料月額（以下「切替日給料月額」 切替日における給料月額（以下「切替日給料月額」

という。）が切替日の前日に受けていた給料月額 という。）が切替日の前日に受けていた給料月額

（以下「切替前給料月額」という。）に達しないこ （以下「切替前給料月額」という。）に達しないこ

ととなるものの平成23年３月31日までの間の給料月 ととなるものの平成23年３月31日までの間の給料月

額は、改正後の給与規則（以下「新給与規則」とい 額は、改正後の給与規則（以下「新給与規則」とい

う。）第２条、第３条及び第３条の２の規定にかか う。）第２条、第３条及び第３条の２の規定にかか

わらず、次の各号に掲げる切替日給料月額の区分に わらず、次の各号に掲げる切替日給料月額の区分に

応じ当該各号に定める額に切替前給料月額から切替 応じ当該各号に定める額に切替前給料月額から切替

日給料月額を差し引いた額に附則別表第３の左欄に 日給料月額を差し引いた額に附則別表第３の左欄に

掲げる期間の区分に応じ同表の右欄に定める割合を 掲げる期間の区分に応じ同表の右欄に定める割合を

乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるとき 乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額）を加えた額（職務の は、その端数を切り捨てた額）を加えた額とする。

級が３級である職員にあっては、当該額に1,000分 ただし、当該額が新給与規則第２条、第３条及び第

の965を乗じて得た額（その額に１円未満の端数が ３条の２の規定により算出した場合における給料月

あるときは、その端数を切り捨てた額））とする。 額以下となる場合には、当該給料月額以下となった

ただし、当該額が新給与規則第２条、第３条及び第 日以後の給料月額については、この限りでない。

３条の２の規定により算出した場合における給料月

額以下となる場合には、当該給料月額以下となった

日以後の給料月額については、この限りでない。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

８ 前項の規定の適用により他の職員と著しい不均衡

を生ずる場合においては、他の職員との権衡上必要

と認められる限度において、知事の定めるところに

より、必要な調整を行うことができる。

９ 前２項の規定の適用を受ける職員に対する給与規 ８ 前項の規定の適用を受ける職員に対する給与規則

則第４条及び第８条の規定の適用については、退職 第４条及び第８条の規定の適用については、退職手

手当に係る部分（職員の退職手当に関する条例等の 当に係る部分（職員の退職手当に関する条例等の一

一部を改正する条例（平成18年鳥取県条例第45号） 部を改正する条例（平成18年鳥取県条例第45号）附

附則第２項及び第４項に規定する施行日の前日に受 則第２項及び第４項に規定する施行日の前日に受け

けていた給料月額に係る部分を除く。）を除き、額 ていた給料月額に係る部分を除く。）を除き、額の

の算出の基礎とする給料月額は、前２項の規定によ 算出の基礎とする給料月額は、前項の規定による給

る給料月額とする。 料月額とする。

10 略 ９ 略

（現業職員の給与に関する規則及び現業職員の給与の特例に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

第３条 現業職員の給与に関する規則及び現業職員の給与の特例に関する規則の一部を改正する規則（平成18年

鳥取県規則第28号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下この条において「移動項等」とい

う。）に対応する同表の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下この条において「移動
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後項等」という。）が存在する場合には、当該移動項等を当該移動後項等とし、移動後項等に対応する移動項

等が存在しない場合には、当該移動後項等（以下この条において「追加項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下この条において「改正部分」という。）

を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項等を除く。）に改め

る。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

１～５ 略 １～５ 略

（給料の切替えに伴う経過措置） （給料の切替えに伴う経過措置）

６ 施行日の前日から引き続き給料表の適用を受ける ６ 施行日の前日から引き続き給料表の適用を受ける

職員で、その者の受ける給料月額が次の各号に掲げ 職員で、その者の受ける給料月額が旧給料月額（現

る職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額 業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

に達しないこととなるもの（知事が定める職員を除 （平成17年鳥取県規則第89号）附則第７項本文に規

く。）には、給料月額のほか、その差額に相当する 定する職員にあっては、同項の規定の適用がなかっ

額を給料として支給する。 たものとした場合の給料月額）に達しないこととな

る職員（知事が定める職員を除く。）には、給料月

額のほか、その差額に相当する額を給料として支給

する。

(１) 職務の級が３級である職員 旧給料月額（現

業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

（平成17年鳥取県規則第89号）附則第７項本文の

規定の適用を受ける職員にあっては、同項の規定

の適用がなかったものとした場合の給料月額。次

号において同じ。）に1,000分の965を乗じて得た

額（その額に50円未満の端数が生じたときはこれ

を切り捨て、50円以上100円未満の端数が生じた

ときはこれを100円に切り上げるものとする。）

(２) 職務の級が１級又は２級である職員 旧給料

月額

７ 前項（第１号に係る部分に限る。）の規定の適用

により他の職員と著しい不均衡を生ずる場合におい

ては、他の職員との権衡上必要と認められる限度に

おいて、知事の定めるところにより、必要な調整を

行うことができる。

８ 施行日以降に新たに給料表の適用を受けることと ７ 施行日以降に新たに給料表の適用を受けることと

なる職員について、任用の事情等を考慮して前２項 なる職員について、任用の事情等を考慮して前項の

の規定による給料を支給される職員との権衡上必要 規定による給料を支給される職員との権衡上必要が

があると認められるときは、当該職員には、前２項 あると認められるときは、当該職員には、同項の規

の規定に準じて、給料を支給する。 定に準じて、給料を支給する。

９ 略 ８ 略

10 略 ９ 略

附 則
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（施行期日）

１ この規則は、平成21年１月１日から施行する。

（異動者の給料月額の調整）

２ この規則の施行の日以降に新たに給料表の適用を受けることとなった職員又はその属する職務の級若しくは

その受ける号給に異動のあった職員の当該適用を受け、又は当該異動のあった日における給料月額について

は、第１条の規定による改正後の現業職員の給与に関する規則別表第１の規定の適用により他の職員と著しい

不均衡を生ずる場合においては、他の職員との権衡上必要と認められる限度において、知事の定めるところに

より、必要な調整を行うことができる。

（委任）

３ 前項に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、知事が定める。
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鳥取県収入証紙規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成20年12月26日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第98号

鳥取県収入証紙規則の一部を改正する規則

鳥取県収入証紙規則（昭和39年鳥取県規則第17号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条、第７条、第８条、第13条関係） 別表第１（第２条、第７条、第８条、第13条関係）

１ 使用料及び手数料 １ 使用料及び手数料

(１)～(25) 略 (１)～(25) 略

(26) 鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条 (26) 鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条

例第37号）第２条第１項の規定に基づく手数料 例第37号）第２条第１項の規定に基づく手数料

（同項第15号から第15号の４まで、第223号か （同項第15号から第15号の４まで及び第223号

ら第225号まで、第327号及び第328号に規定す から第225号までに規定する手数料を除く。）

る手数料を除く。）

(27) 略 (27) 略

２ 略 ２ 略

附 則

この規則は、平成21年１月１日から施行する。
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鳥取県特定非営利活動促進法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成20年12月26日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第99号

鳥取県特定非営利活動促進法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県特定非営利活動促進法施行細則（平成10年鳥取県規則第44号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（合併認証申請書) （合併認証申請書)

第11条 条例第６条の規則で定める申請書は、様式第 第11条 条例第５条の規則で定める申請書は、様式第

11号のとおりとする。 11号のとおりとする。

（内閣総理大臣から送付を受けた書類の写しの閲覧) （内閣総理大臣から送付を受けた書類の写しの閲覧)

第13条 条例第７条の規定による書類の写しの閲覧に 第13条 条例第６条の規定による書類の写しの閲覧に

ついては、第７条第２項及び第３項の規定を準用す ついては、第７条第２項及び第３項の規定を準用す

る。 る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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鳥取県建築士法施行細則及び鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成20年12月26日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第100号

鳥取県建築士法施行細則及び鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則

（鳥取県建築士法施行細則の一部改正）

第１条 鳥取県建築士法施行細則（昭和25年鳥取県規則第85号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下この条において「移動条等」とい

う。）に対応する同表の改正後の欄中条及び号の表示が引かれた条及び号（以下この条において「移動後条

等」という。）が存在する場合には、当該移動条等を当該移動後条等とし、移動条等に対応する移動後条等が

存在しない場合には、当該移動条等（以下この条において「削除条等」という。）を削り、移動後条等に対応

する移動条等が存在しない場合には、当該移動後条等（以下この条において「追加条等」という。）を加え

る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び号の表示、削除条等並びに書式の表示を除く。以下この

条において「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び号の表示、追

加条等並びに書式の表示を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改

正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄中書式の表示に下線が引かれた書式（以下この条において「移動書式」という。）に対

応する同表の改正後の欄中書式の表示に下線が引かれた書式（以下この条において「移動後書式」という。）

が存在する場合には、当該移動書式を当該移動後書式とし、移動書式に対応する移動後書式が存在しない場合

には、当該移動書式を削り、移動後書式に対応する移動書式が存在しない場合には、当該移動後書式を加え

る。

改 正 後 改 正 前

（免許の申請） （免許の申請）

第１条 建築士法（昭和25年法律第202号。以下 第１条 建築士法（昭和25年法律第202号。以下

「法」という。）第４条第２項又は第３項の規定に 「法」という。）第４条第２項又は第３項の規定に

よって２級建築士又は木造建築士の免許を受けよう よって２級建築士又は木造建築士の免許を受けよう

とする者は、第１号書式による免許申請書に戸籍謄 とする者は第１号書式による免許申請書に戸籍謄本

本又は戸籍抄本を添え、住所地を所管する総合事務 又は戸籍抄本を添え住所地を所管する総合事務所長

所（住所地が、八頭郡である場合にあっては東部総 （住所地が、八頭郡である場合にあっては東部総合

合事務所、日野郡である場合にあっては西部総合事 事務所長、日野郡である場合にあっては西部総合事

務所。以下「所管総合事務所」という。）の長を経 務所長。以下「所管総合事務所長」という。）を経

由してこれを知事に提出しなければならない。 由してこれを知事に提出しなければならない。

２ 略 ２ 略

（登録の申請）

第１条の２ 法第23条第１項又は第３項の規定によっ

て建築士事務所の登録を受けようとする者は、建築

士法施行規則（昭和25年建設省令第38号）第20条の
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規定による登録申請書等を所管総合事務所長に提出

しなければならない。

（免許） （免許）

第２条 知事は、第１条の規定による申請があった場 第２条 知事は第１条の規定による申請があった場合

合においては、免許申請書の記載事項を審査し、申 においては免許申請書の記載事項を審査し申請者が

請者が２級建築士又は木造建築士となる資格を有す ２級建築士又は木造建築士となる資格を有すると認

ると認めたときは、それぞれ法第５条第１項の２級 めたときは、それぞれ法第５条第１項の２級建築士

建築士名簿又は木造建築士名簿（以下「名簿」と総 名簿又は木造建築士名簿（以下「名簿」という。）

称する。）に登録し、所管総合事務所の長を経由し に登録し、かつ、所管総合事務所長を経由して申請

て申請者に第２号書式による２級建築士免許証又は 者に第２号書式による２級建築士免許証又は木造建

木造建築士免許証（以下「免許証」と総称する。） 築士免許証を交付する。

を交付する。

２ 知事は、前項の場合において、申請者が２級建築 ２ 知事は前項の場合において、申請者が２級建築士

士又は木造建築士となる資格を有しないと認めたと 又は木造建築士となる資格を有しないと認めたとき

きは、理由を付し免許申請書を所管総合事務所の長 は、理由を付し免許申請書を所管総合事務所長を経

を経由して申請者に返却する。 由して申請者に返却する。

（事務所登録の通知）

第２条の２ 法第23条の３第２項の規定による登録の

通知は第５号書式により所管総合事務所長が交付す

る。

２ 法第23条の４第３項の規定により登録を拒否した

場合における通知は、前項に準じてこれを行う。

３ 法第23条の８及び法第26条の規定により登録を抹

消され、又は取り消された場合においては、第１項

の登録通知書を所管総合事務所長に返納しなければ

ならない。

（登録事項） （登録事項）

第３条 名簿に登録する事項は、次のとおりとする。 第３条 名簿に登録する事項は、次のとおりとする。

(１) 略 (１) 略

(２) 氏名及び生年月日 (２) 本籍地の都道府県名（日本の国籍を有しない

者にあってはその者の有する国籍名）、氏名及び

生年月日

(３) 略 (３) 略

(４) 法第10条第１項の規定による戒告、業務停止 (４) 法第10条第１項の規定による戒告又は業務停

又は免許の取消しの処分及びこれらの処分を受け 止の処分及びこれらの処分を受けた年月日

た年月日

(５) 法第24条第２項に規定する講習の課程を修了

した者にあっては、当該講習を修了した年月日及

び当該講習の修了証の番号

(６) 法第22条の２第１号から第３号までに定める

講習を受けた年月日及び当該講習の修了証の番号
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（登録簿等の閲覧）

第３条の２ 法第23条の９各号に掲げる登録簿等の書

類は、鳥取県生活環境部住宅政策課並びに鳥取県東

部総合事務所、鳥取県中部総合事務所及び鳥取県西

部総合事務所の生活環境局建築住宅課に備え置いて

閲覧に供する。

（住所等の届出）

第４条 法第５条の２の規定による届出は、第３号書

式による届出書を所管総合事務所の長を経由して知

事に提出してしなければならない。

（登録事項の変更） （登録事項の変更）

第５条 ２級建築士又は木造建築士は、第３条第２号 第４条 ２級建築士又は木造建築士は第３条第２号に

に掲げる登録事項に変更を生じた場合においては、 掲げる登録事項に変更を生じた場合においては、そ

その変更を生じた日から30日以内に免許証を添え、 の変更を生じた日から30日以内に免許証を添え、そ

その旨を所管総合事務所の長を経由して知事に届け の旨を所管総合事務所長を経由して知事に届け出な

出なければならない。 ければならない。

２ 知事は、前項の届出があった場合においては、名 ２ 知事は前項の届出があった場合においては、名簿

簿を訂正し、及び必要に応じて免許証を書き換え を訂正し、かつ、免許証を書き換えて、所管総合事

て、所管総合事務所の長を経由して申請者に交付す 務所長を経由して申請者に交付する。

る。

（再交付の申請） （再交付の申請）

第６条 ２級建築士又は木造建築士は、免許証を汚損 第５条 ２級建築士又は木造建築士は免許証を汚損し

し、又は失った場合においては、遅滞なく免許証再 又は失った場合においては、遅滞なく免許証再交付

交付申請書にその事由を記載し、汚損した場合にあ 申請書にその事由を記載し、汚損した場合にあって

ってはその免許証を添え、所管総合事務所の長を経 はその免許証を添え、所管総合事務所長を経由して

由してこれを知事に提出しなければならない。 これを知事に提出しなければならない。

２ ２級建築士又は木造建築士は、第１条第１項の規 ２ ２級建築士又は木造建築士は第１条第１項の規定

定によって免許証の再交付を申請した後失った免許 によって免許証の再交付を申請した後失った免許証

証を発見した場合においては、発見した日から10日 を発見した場合においては、発見した日から10日以

以内に、これを所管総合事務所の長を経由して知事 内に所管総合事務所長を経由してこれを知事に返納

に返納しなければならない。 しなければならない。

（名簿の閲覧）

第７条 名簿は、鳥取県生活環境部住宅政策課及び所

管総合事務所の生活環境局建築住宅課に備え置いて

閲覧に供する。

（免許の取消しの申請及び免許証の返納） （免許の取消しの申請及び免許証の返納）

第８条 ２級建築士又は木造建築士は、免許の取消し 第６条 ２級建築士又は木造建築士は、免許の取消し

を申請する場合においては、免許取消申請書に免許 を申請する場合においては、免許取消申請書に免許

証を添え、これを所管総合事務所の長を経由して知 証を添え所管総合事務所長を経由して、これを知事

事に提出しなければならない。 に提出しなければならない。
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２ 法第８条の２の規定による届出は、所管総合事務 ２ 法第８条の２の規定による届出は、所管総合事務

所の長を経由して知事に対して行わなければならな 所長を経由して、知事に届け出なければならない。

い。

３ ２級建築士又は木造建築士が失そう宣告を受けた ３ ２級建築士又は木造建築士が失そう宣告を受けた

場合においては、戸籍法（昭和22年法律第224号） 場合においては、戸籍法（昭和22年法律第224号）

による失そうの届出義務者は、失そう宣告の日から による失そうの届出義務者は、失そう宣告の日から

30日以内に、その旨を所管総合事務所の長を経由し 30日以内にその旨を所管総合事務所長を経由して、

て知事に届け出なければならない。 知事に届け出なければならない。

４ 法第９条第１項又は法第10条第１項の規定によっ ４ ２級建築士又は木造建築士が法第９条第１項又は

て免許を取り消された者は、取消しの通知を受けた 法第10条第１項の規定によって免許を取り消された

日から10日以内に、免許証を所管総合事務所の長を 場合においては、取消しの通知を受けた日から10日

経由して知事に返納しなければならない。 以内に免許証を所管総合事務所長を経由して知事に

返納しなければならない。

（登録の抹消） （登録の抹消）

第９条 知事は、免許を取り消した場合又は前条第３ 第７条 知事は免許を取り消した場合又は前条第３項

項の届出があった場合においては、登録を抹消し、 の届出があった場合においては、登録を抹消しその

その名簿に抹消の事由及び年月日を記載する。 名簿に抹消の事由及び年月日を記載する。

２ 知事は、前項の規定によって登録を抹消した名簿 ２ 知事は前項の規定によって登録を抹消した名簿を

を、抹消した日から５年間保存する。 抹消した日から５年間保存する。

（住所等の届出）

第８条 法第５条の２の規定による２級建築士又は木

造建築士の届出は第３号書式の住所等（変更）の届

出により所管総合事務所長を経由して知事に届け出

なければならない。

（変更等の届出及び業務に関する報告書の提出）

第８条の２ 法第23条の５及び法第23条の７の規定に

よる届出並びに法第23条の６の規定による報告書の

提出は、所管総合事務所長に対して行わなければな

らない。

（免許証の領置） （免許証の領置）

第10条 知事は、法第10条第１項の規定によって２級 第９条 知事は法第10条第１項の規定によって２級建

建築士又は木造建築士に業務の停止を命じた場合に 築士又は木造建築士に業務の停止を命じた場合にお

おいては、当該２級建築士又は木造建築士に対して いては、当該２級建築士又は木造建築士に対して免

免許証の提出を求め、かつ、処分期間満了までこれ 許証の提出を求め、かつ、処分期間満了までこれを

を領置することができる。 領置することができる。

（２級建築士試験及び木造建築士試験の方法） （２級建築士試験及び木造建築士試験の方法）

第11条 略 第10条 略

（学科の試験の免除） （学科の試験の免除）

第12条 略 第11条 略
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（試験期日等の公告） （試験期日等の公告）

第13条 ２級建築士試験及び木造建築士試験を施行す 第12条 ２級建築士試験及び木造建築士試験を施行す

る期日、場所その他試験の施行に関して必要な事項 る期日、場所その他試験の施行に関して必要な事項

は、知事があらかじめ県公報で公告する。 は、知事があらかじめ公報で公告する。

（受験申込書） （受験申込書）

第14条 ２級建築士試験又は木造建築士試験（指定試 第13条 ２級建築士試験又は木造建築士試験（法第15

験機関（法第15条の６第１項の規定により知事が指 条の17第１項の規定に基づき知事が指定する者（以

定する者をいう。以下同じ。）が２級建築士等試験 下「指定試験機関」という。）が２級建築士試験及

事務（２級建築士試験及び木造建築士試験の実施に び木造建築士試験の実施に関する事務（以下「２級

関する事務をいう。以下同じ。）を行うものを除 建築士等試験事務」という。）を行うものを除

く。）を受けようとする者は、第４号書式による受 く。）を受けようとする者は、第６号書式による受

験申込書に、次に掲げる書類を添えて、知事に提出 験申込書に、次に掲げる書類を添えて、知事に提出

しなければならない。 しなければならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 第５号書式による実務の経験を記載した書類 (２) 第４号書式による実務の経験を記載した書類

(３) 略 (３) 略

２ 指定試験機関が２級建築士等試験事務を行う２級 ２ 指定試験機関が２級建築士等試験事務を行う２級

建築士試験又は木造建築士試験を受けようとする者 建築士試験又は木造建築士試験を受けようとする者

は、指定試験機関の試験事務規程の定めるところに は、受験申込書に、前項各号に掲げる書類を添え

より、受験の申込みを行わなければならない。 て、指定試験機関の定めるところにより、これを指

定試験機関に提出しなければならない。

（合格公告及び通知） （合格公告及び通知）

第15条 略 第14条 略

（受験者の不正行為に対する措置） （受験者の不正行為に対する措置）

第16条 知事は、不正の方法により２級建築士試験又 第15条 知事は、不正の方法により２級建築士試験又

は木造建築士試験を受け、又は受けようとした者に は木造建築士試験を受け、又は受けようとした者に

対し、当該試験を受けることを禁じ、又はその合格 対して、当該試験を受けることを禁じ、又はその合

を無効とすることができる。 格を無効とすることができる。

２ 指定試験機関は、２級建築士等試験事務の実施に ２ 指定試験機関は、２級建築士等試験事務の実施に

関し、前項に規定する知事の職権を行うことができ 関し前項に規定する知事の職権を行うことができ

る。 る。

３ 略 ３ 略

（指定の申請手続） （指定の申請手続）

第17条 法第15条の６第２項に規定する申請は、次の 第16条 法第15条の17第２項に規定する申請は、次の

事項を記載した申請書を知事に提出してしなければ 事項を記載した申請書を知事に提出してしなければ

ならない。 ならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなけれ ２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなけれ

ばならない。 ばならない。

(１) 定款及び登記簿の謄本 (１) 定款又は寄附行為及び登記簿の謄本
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(２)～(９) 略 (２)～(９) 略

(10) 法第15条の６第３項において準用する法第15 (10) 法第15条の17第５項において準用する法第15

条の３第１項に規定する試験委員の選任に関する 条の６第１項に規定する試験委員の選任に関する

事項を記載した書類 事項を記載した書類

(11) 役員が法第15条の６第３項において準用する (11) 役員が法第15条の17第５項において準用する

法第10条の５第２項第４号イ又はロに該当しない 法第15条の３第２項第４号イ又はロに該当しない

ことを誓約する書類 ことを誓約する書類

(12) 略 (12) 略

（名称等の変更の届出手続） （名称等の変更の届出手続）

第18条 法第15条の６第３項において準用する法第10 第17条 法第15条の17第５項において準用する法第15

条の６第２項の規定による届出は、次の事項を記載 条の４第２項の規定による届出は、次の事項を記載

した届出書を知事に提出してしなければならない。 した届出書を知事に提出してしなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（役員の選任及び解任の認可の申請） （役員の選任及び解任の認可の申請）

第19条 法第15条の６第３項において準用する法第10 第18条 法第15条の17第５項において準用する法第15

条の７第１項の規定による認可を受けようとする指 条の５第１項の規定による認可を受けようとする指

定試験機関は、次の事項を記載した申請書を知事に 定試験機関は、次の事項を記載した申請書を知事に

提出しなければならない。 提出しなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

２ 前項の申請書には、選任の場合にあっては、選任 ２ 前項の申請書には、選任の場合にあっては、選任

しようとする者の就任承諾書及びその者が法第15条 しようとする者の就任承諾書及びその者が法第15条

の６第３項において準用する法第10条の５第２項第 の17第５項において準用する法第15条の３第２項第

４号イ又はロに該当しないことを誓約する書類を添 ４号イ又はロに該当しないことを誓約する書類を添

えなければならない。 えなければならない。

（試験委員の選任及び解任の届出手続） （試験委員の選任及び解任の届出手続）

第20条 法第15条の６第３項において準用する法第15 第18条の２ 法第15条の17第５項において準用する法

条の３第３項の規定による届出は、次の事項を記載 第15条の６第３項の規定による届出は、次の事項を

した届出書を知事に提出してしなければならない。 記載した届出書を知事に提出してしなければならな

い。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（試験事務規程の認可の申請） （試験事務規程の認可の申請）

第21条 法第15条の６第３項において準用する法第10 第18条の３ 法第15条の17第５項において準用する法

条の９第１項前段の規定による認可を受けようとす 第15条の８第１項前段の規定による認可を受けよう

る指定試験機関は、申請書に、試験事務規程を添え とする指定試験機関は、申請書に、試験事務規程を

て、知事に提出しなければならない。 添えて、知事に提出しなければならない。

２ 法第15条の６第３項において準用する法第10条の ２ 法第15条の17第５項において準用する法第15条の

９第１項後段の規定による認可を受けようとする指 ８第１項後段の規定による認可を受けようとする指

定試験機関は、次の事項を記載した申請書を知事に 定試験機関は、次の事項を記載した申請書を知事に

提出しなければならない。 提出しなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略
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（事業計画等の認可の申請） （事業計画等の認可の申請）

第22条 法第15条の６第３項において準用する法第10 第18条の４ 法第15条の17第５項において準用する法

条の10第１項前段の規定による認可を受けようとす 第15条の９第１項前段の規定による認可を受けよう

る指定試験機関は、申請書に、事業計画書及び収支 とする指定試験機関は、申請書に、事業計画書及び

予算書を添えて、知事に提出しなければならない。 収支予算書を添えて、知事に提出しなければならな

い。

２ 法第15条の６第３項において準用する法第10条の ２ 法第15条の17第５項において準用する法第15条の

10第１項後段の規定による認可を受けようとする指 ９第１項後段の規定による認可を受けようとする指

定試験機関は、次の事項を記載した申請書を知事に 定試験機関は、次の事項を記載した申請書を知事に

提出しなければならない。 提出しなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（２級建築士等試験事務の実施結果の報告） （２級建築士等試験事務の実施結果の報告）

第23条 略 第18条の５ 略

（２級建築士等試験事務の休廃止の許可の申請） （２級建築士等試験事務の休廃止の許可の申請）

第24条 法第15条の６第３項において準用する法第10 第18条の６ 法第15条の17第５項において準用する法

条の15第１項の規定による許可を受けようとする指 第15条の13第１項の規定による許可を受けようとす

定試験機関は、次の事項を記載した申請書を知事に る指定試験機関は、次の事項を記載した申請書を知

提出しなければならない。 事に提出しなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（公示） （公示）

第25条 法第15条の６第３項において準用する法第10 第18条の７ 法第15条の17第５項において準用する法

条の６第１項及び第３項、法第10条の15第３項、法 第15条の４第１項及び第３項、法第15条の13第２

第10条の16第３項並びに法第10条の17第３項の規定 項、法第15条の14第４項並びに法第15条の15第２項

による公示は、県公報で告示することによって行 の規定による公示は、公報で告示することによって

う。 行う。

（事務所登録の申請）

第26条 法第23条第１項又は第３項の規定による建築

士事務所の登録を受けようとする者は、省令第20条

の規定による登録申請書等を所管総合事務所の長に

提出しなければならない。

（事務所登録の通知）

第27条 法第23条の３第２項の規定による通知は、所

管総合事務所の長が第６号書式による通知書を交付

して行う。

２ 前項の規定は、法第23条の４第３項の規定による

通知をする場合に準用する。

３ 法第23条の８又は法第26条の規定により登録を抹

消され、又は取り消された者は、第１項の規定によ

り交付された通知書を所管総合事務所の長に返納し

なければならない。
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（変更等の届出及び業務に関する報告書の提出）

第28条 法第23条の５及び法第23条の７の規定による

届出並びに法第23条の６の規定による報告書の提出

は、所管総合事務所の長に対して行わなければなら

ない。

（登録簿等の閲覧）

第29条 法第23条の９各号に掲げる書類は、鳥取県生

活環境部住宅政策課及び所管総合事務所の生活環境

局建築住宅課に備え置いて閲覧に供する。

第２号書式（第２条関係） 第２号書式（第２条関係）

２級 ２級
建築士免許証 建築士免許証

木造 木造

本 籍 地

（氏名） （氏名）

年 月 日生 年 月 日生

２級 ２級
建築士登録番号 第 号 建築士登録番号 第 号

木造 木造

２級 ２級
建築士法（昭和25年法律第202号）により 建築士法（昭和25年法律第202号）により

木造 木造

建築士の免許を与えたことを証する。 建築士の免許を与えたことを証す

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 印 職 氏 名 印

第３号書式（第４条関係）（郵便はがき） 第３号書式（第８条関係）（郵便はがき）

略 略

第４号書式（第13条関係）

実務経歴書

（記入注意）今までの建築に関する事務の経歴

について年代順に書いて下さい。自家営業も含

みます。※印欄は記入しないで下さい。

勤務先 所 在 在職期間 地 職 できる

（部課 地 年 月 年 位 務 だけ具 ※

まで） （ 番 － 年 数 職 内 体的に

地 ま 月 名 容

で）

※審査 ※ ※経由庁

(１) (２) (３) 記載欄
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（責任者職

氏名）印

第５号書式（第２条の２関係）

※ 建築士事務所登録通知書

登 建築士法第23条の３第１項の規定により

録 登録簿に登録したので同条第２項の規定に

通 より通知します。

知 登 録 番 号 第 号

欄 （氏 名）

登録年月日 年 月 日

職氏名 印

ふりがな

建 名 称

築 所 在 地 電話 番

士 １級建築

事 士 事 務

務 所、２級

所 建築士事 建築士事務所

務所又は

木造建築

士事務所

の別

個 建築 １級建築士 □

人 ふりがな 士の ２級建築士 □

で 氏 名 資格 木造建築士 □

あ な し □

登 る

録 と 住 所

申 き

請 法 ふりがな

者 人 名 称

で 事務所所

あ 在地

る 役員の役

と 名及び氏

き 名

ふりがな
登録番号 第 号

氏 名

建築士 １級建築 登録を受

事務所 士、２級 けた都道

を管理 建築士又 府 県 名

する建 は木造建 建築士 （２級建

築士 築士の別 築士又は

平成20年12月26日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第140号
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木造建築

士 の 場

合）

記入上 １ ※印欄は記入しないで下さい。

の注意 ２ □のある欄は該当する□の中に、

レ印をつけて下さい。

第４号書式（第14条関係） 第６号書式（第13条関係）

２級 ２級
建築士試験受験申込書（学科、建築設計製図） 建築士試験受験申込書（学科、建築設計製図）

木造 木造

略 略

略 注意 略 略 注意 略

略 略

第５号書式（第14条関係）

実務経歴書

（記入注意）今までの建築に関する事務の経歴

について年代順に記入して下さい。自家営業も

含みます。※印欄は記入しないで下さい。

勤務先 所在地 在職期間 地 職務 できる ※

（部課 （番地 年月 年数 位 内容 だけ具

まで） まで） －年 職 体的に

月 名

※審査 ※ ※経由庁記載欄

(１) (２) (３)

（責任者職氏名）印

第６号書式（第27条関係）

※ 建築士事務所登録通知書

登 建築士法第23条の３第１項の規定により

録 登録簿に登録したので、同条第２項の規定

通 により通知します。

知 登 録 番 号 第 号

欄 （氏 名）

登録年月日 年 月 日

職氏名 印

ふりがな

名 称

建 所 在 地 電話 番

築 １級建築

士 士 事 務

事 所、２級

平成20年12月26日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第140号



- 20 -

務 建築士事 建築士事務所

所 務所又は

木造建築

士事務所

の別

個 建築 １級建築士 □

人 ふりがな 士の ２級建築士 □

で 氏 名 資格 木造建築士 □

あ な し □

登 る

録 と 住 所

申 き

請 法 ふりがな

者 人 名 称

で 事務所所

あ 在地

る 役員の役

と 名及び氏

き 名

ふりがな
登録番号 第 号

氏 名

登録を受

建築士 １級建築 けた都道

事務所 士、２級 府 県 名

を管理 建築士又 建築士 （２級建

する建 は木造建 築士又は

築士 築士の別 木造建築

士 の 場

合）

管理建築

士講習を 平成 年 修了証番

修了した 月 日 号

年月日

記入上 １ ※印欄は記入しないで下さい。

の注意 ２ □のある欄は該当する□の中に、

レ印をつけて下さい。

（鳥取県事務処理権限規則の一部改正）

第２条 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。
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改 正 後 改 正 前

別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

個別事項に係る事務処理権限 個別事項に係る事務処理権限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の 属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の
長 の 名 称 長 の 名 称

名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機関 地方機関 地方機関 地方機関

部長課長 部長課長 部長課長 部長課長
の長 の長 の長 の長

略 略

住 略 住 略

宅 宅

政二十二 建築 略 政二十二 建築 略

策 士法（昭和 策 士法（昭和

課 25年法律第２ 同法第５条の規 ○ 課 25年法律第２ 同法第５条の規 ○

202号）に 定による二級建築 202号）に 定による二級建築

基づく知事 士及び木造建築士 基づく知事 士及び木造建築士

の権限に属 の免許の登録、免 の権限に属 の免許の登録又は

する事務） 許証の交付又は免 する事務） 二級建築士の免許

許証の返納の受理 証の交付

略 略

11 同法第15条の６ ○ 11 同法第15条の17 ○

の規定による指定 の規定による指定

試験機関の指定 試験機関の指定

略 略

略 略

略 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

平成20年12月26日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第140号
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鳥取県漁港漁場整備法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成20年12月26日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第101号

鳥取県漁港漁場整備法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県漁港漁場整備法施行細則（昭和34年鳥取県規則第14号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（危険物等の荷役の許可申請） （危険物等の荷役の許可申請）

第５条 条例第７条第２項の規定による許可を受けよ 第５条 条例第７条第２項の規定による許可を受けよ

うとする者は、第３号様式による申請書を知事（境 うとする者は、第３号様式による申請書を知事に提

漁港にあっては、指定管理者）に提出しなければな 出しなければならない。

らない。

（申請書の記載事項変更） （申請書の記載事項変更）

第10条 条例に基づいて許可又は承認を受けた者は、 第10条 条例に基づいて許可又は承認を受けた者は、

利用目的その他申請事項の変更をしようとするとき 利用目的その他申請事項の変更をしようとするとき

は、第９号様式により、知事（境漁港について条例 は、第９号様式により、知事に申請し、その許可又

第６条第２項、第７条第２項又は第10条第３項の許 は承認を受けなければならない。

可を受けた者が、当該許可に係る申請事項の変更を

しようとするときにあっては、指定管理者）に申請

し、その許可又は承認を受けなければならない。

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。

平成20年12月26日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第140号




